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は
じ
め
に

　

個
別
金
融
機
関
の
健
全
性
の
維
持
を
目
的
と
す
る
ミ
ク

ロ
プ
ル
ー
デ
ン
ス
政
策
に
対
し
て
、
金
融
危
機
を
経
て
導

入
さ
れ
た
マ
ク
ロ
プ
ル
ー
デ
ン
ス
政
策
は
金
融
シ
ス
テ
ム

全
体
を
対
象
と
し
、
同
シ
ス
テ
ム
の
安
定
性
の
維
持
（
シ

ス
テ
ミ
ッ
ク
リ
ス
ク
の
防
止
）
を
目
的
と
す
る
。
米
国
に

お
け
る
マ
ク
ロ
プ
ル
ー
デ
ン
ス
政
策
の
明
確
な
手
当
て

は
、
ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
（
以
下
Ｄ
Ｆ
法
）
が
関
連
諸

制
度
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ
な
ど
の
国
際

基
準
を
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
規
則
に
組
み
込
ん
で
い
る
。

　

こ
の
う
ち
Ｄ
Ｆ
法
の
要
点
は
、
①
新
た
な
規
制
カ
テ
ゴ

リ
ー
で
あ
る
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
（
シ
ス
テ
ム
上
重
要
な
金
融
機

関
）
の
新
設
、
②
政
策
を
担
う
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
（
規
制
当
局
の

ヘ
ッ
ド
か
ら
構
成
さ
れ
る
会
議
体
）
の
設
置
、
お
よ
び
③

Ｆ
Ｒ
Ｂ
等
の
連
邦
監
督
機
関
の
権
限
拡
大
に
分
類
す
る
こ

と
が
出
来
る
。
そ
の
破
綻
が
金
融
シ
ス
テ
ム
に
重
大
な
影

響
を
与
え
う
る
金
融
機
関
を
対
象
と
す
る
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ

は
、
①
連
結
総
資
産
が
五
〇
〇
億
ド
ル
以
上
の
銀
行
持
株

会
社
が
該
当
す
る
銀
行
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
と
、
②
大
手
ノ
ン
バ

ン
ク
を
対
象
に
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
が
指
定
す
る
ノ
ン
バ
ン
ク
Ｓ
Ｉ

米�

国
で
観
察
さ
れ
る
マ
ク
ロ
プ
ル
ー
デ
ン
ス

関
連
規
制
の
見
直
し
活
動

若　

園　

智　

明
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Ｆ
Ｉ
ｓ
か
ら
構
成
さ
れ
る
。
こ
れ
ら
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
の
実
際

の
監
督
や
規
制
は
、
Ｄ
Ｆ
法
が
認
め
た
新
た
な
権
限
を
用

い
て
Ｆ
Ｒ
Ｂ
が
中
心
と
な
り
実
効
さ
れ
る
。
Ｄ
Ｆ
法
に
よ

り
Ｆ
Ｒ
Ｂ
に
付
与
さ
れ
た
主
な
権
限
に
は
、
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ

に
対
す
る
プ
ル
ー
デ
ン
ス
基
準
の
適
用
や
早
期
改
善
要
求

の
他
に
、
ス
ト
レ
ス
テ
ス
ト
等
の
実
施
に
関
す
る
も
の
が

挙
げ
ら
れ
る
。

　

金
融
危
機
か
ら
一
〇
年
が
過
ぎ
、
米
国
内
で
は
こ
の
よ

う
な
マ
ク
ロ
プ
ル
ー
デ
ン
ス
関
連
規
制
を
再
評
価
す
る
動

き
が
活
性
化
し
て
い
る
。
特
に
①
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
指
定
の
妥

当
性
、
②
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
の
機
能
と
透
明
性
、
③
拡
大
さ
れ
た

Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
権
限
を
対
象
に
、
大
統
領
府
（
行
政
）
お
よ
び

連
邦
議
会
（
立
法
）
で
、
そ
れ
ぞ
れ
に
再
評
価
の
活
動
や

関
連
す
る
Ｄ
Ｆ
法
の
修
正
議
論
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

一�

、
大
統
領
の
行
政
命
令
と
財
務
省
報

告
書

　

現
ド
ナ
ル
ド
・
ト
ラ
ン
プ
政
権
の
政
策
課
題
を
概
観
す

る
と
、
金
融
規
制
の
見
直
し
は
主
要
な
課
題
と
は
呼
べ

ず
、
そ
の
位
置
づ
け
も
明
瞭
と
は
言
い
が
た
い
。
例
え

ば
、
大
統
領
就
任
後
の
「
施
政
方
針
演
説
（
二
〇
一
七
年

二
月
）」
や
「
一
般
教
書
演
説
（
一
八
年
一
月
）」
に
は
具

体
的
な
金
融
規
制
の
修
正
や
緩
和
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

ま
た
、
連
邦
議
会
へ
提
出
し
た
「
大
統
領
経
済
報
告
（
一

八
年
二
月
）」
が
生
産
性
向
上
や
雇
用
の
観
点
か
ら
国
内

の
規
制
全
般
を
緩
和
す
る
必
要
性
を
述
べ
て
い
る
も
の

の
、
金
融
規
制
に
関
し
て
は
後
述
す
る
財
務
省
報
告
書
の

内
容
を
紹
介
す
る
に
留
ま
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
一
六
年

一
一
月
の
大
統
領
選
挙
後
に
政
権
移
行
チ
ー
ム
が
一
時
的

に
開
設
し
て
い
た
ウ
ェ
ッ
ブ
サ
イ
ト
で
は
、
多
く
の
規
制
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や
新
た
な
官
僚
組
織
を
定
め
た
Ｄ
Ｆ
法
を
「
締
ま
り
の
な

い
複
雑
な
法
律
」
と
批
判
し
、
特
に
地
方
金
融
機
関
に
か

か
る
規
制
コ
ス
ト
の
増
大
を
問
題
と
し
て
挙
げ
て
い
る
。

　

ま
ず
、
金
融
規
制
に
関
す
る
ト
ラ
ン
プ
政
権
の
方
針
を

確
認
す
る
た
め
に
、
次
の
大
統
領
令
と
大
統
領
覚
書
を
紐

解
こ
う
。

⑴　

大
統
領
令
と
大
統
領
覚
書
の
発
令

　

金
融
を
含
め
た
国
内
規
制
に
関
し
て
、
ト
ラ
ン
プ
大
統

領
は
三
つ
の
大
統
領
令
と
二
つ
の
大
統
領
覚
書
を
発
令
し

て
い
る
（
図
表
１
）。
た
だ
し
、
大
統
領
令
や
大
統
領
覚

書
は
合
衆
国
憲
法
が
大
統
領
に
与
え
て
い
る
執
行
権
を
根

拠
と
し
、
連
邦
行
政
機
関
を
対
象
に
発
令
さ
れ
る
行
政
命

令
に
過
ぎ
な
い
。
従
っ
て
、
Ｄ
Ｆ
法
な
ど
の
連
邦
法
が
規

定
す
る
規
則
の
修
正
を
命
じ
る
こ
と
は
出
来
な
い
。

　

こ
の
う
ち
大
統
領
令
一
三
七
七
二
は
、
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
の
議

長
で
あ
る
財
務
長
官
に
対
し
て
、
既
存
の
法
律
や
規
制
、

図表１　ドナルド・トランプ大統領が発令した大統領令・大統領覚書
１ ．大統領令（Executive Order）

番号 発布 タイトル

13771 2017年 1 月30日 規制緩和と規制コストの抑制
13772 2017年 2 月 3 日 米国の金融システムを規制するためのコア・プリンシプル
13777 2017年 2 月24日 規制アジェンダの実施

２ ．大統領覚書（Presidential Memorandum）

発布 タイトル

2017年 4 月21日 財務長官に対する大統領覚書
（Subject: FSOC）

2017年 4 月21日 財務長官に対する大統領覚書
（Subject: OLA）

（注）　大統領覚書は連邦官報に記載されないため番号は付かない。



139―　　―

米国で観察されるマクロプルーデンス関連規制の見直し活動

ガ
イ
ダ
ン
ス
や
記
録
、
そ
の
保
持
の
要
求
等
を
一
三
七
七

二
が
揚
げ
る
「
コ
ア
・
プ
リ
ン
シ
プ
ル
（
図
表
２
）」
に

照
ら
し
て
見
直
す
こ
と
を
求
め
、
そ
の
結
果
を
大
統
領
へ

報
告
す
る
こ
と
を
命
じ
て
い
る
。
こ
の
コ
ア
・
プ
リ
ン
シ

プ
ル
に
は
、
税
金
を
用
い
た
大
規
模
金
融
会
社
の
救
済
禁

止
や
、
国
際
競
争
力
の
促
進
、
金
融
規
制
の
効
率
化
な
ど

が
含
ま
れ
て
い
る
。
後
述
の
よ
う
に
、
大
統
領
令
一
三
七

七
二
が
要
求
す
る
報
告
は
財
務
省
よ
り
順
次
公
開
さ
れ
て

い
る
。

　

ま
た
二
つ
の
大
統
領
覚
書
は
、
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
の
透
明
性
向

上
と
Ｄ
Ｆ
が
導
入
し
た
整
然
清
算
制
度
（
Ｏ
Ｌ
Ａ
）
の
見

直
し
を
財
務
長
官
に
命
じ
て
お
り
、
大
統
領
令
一
三
七
七

二
と
同
様
に
財
務
省
か
ら
各
々
に
報
告
書
が
公
開
さ
れ
て

い
る
。
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
に
よ
る
ノ
ン
バ
ン
ク
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
指
定

過
程
の
不
透
明
性
や
Ｏ
Ｌ
Ａ
の
実
効
性
は
、
Ｄ
Ｆ
法
の
施

行
後
も
連
邦
議
会
な
ど
で
議
論
さ
れ
て
き
た
。
財
務
省
報

告
書
の
指
摘
と
合
わ
せ
て
、
こ
れ
ら
は
次
節
で
述
べ
る
連

図表２　大統領令13772が示すコア・プリンシプル
１ ．�米国人が市場において自立した決断や情報に基づく選択を行ない、退職に向けて

貯蓄し、個々の富を築くことを可能にする。
２ ．�納税者の資金による救済を防ぐ。
３ ．�モラルハザードや情報の非対称性などのシステミック・リスクや市場の失敗に対

処するより厳格な規制影響分析を通じて、経済成長や活力のある金融市場をもた
らす。

４ ．�国内外の市場において、外国企業に対する米国企業の競争力を促進する。
５ ．�国際的な金融規制の交渉や会議において、米国の利益を増進（Advance）する。
６ ．�規制を効率的、効果的かつ適切に調整されたものにする。
７ ．�連邦金融監督機関の公的な説明責任を取り戻し、連邦金融規制のフレームワーク

を合理的なものにする。
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邦
議
会
で
も
喫
緊
の
課
題
に
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
。

⑵　

財
務
省
報
告
書
の
主
要
な
提
案

　

大
統
領
令
一
三
七
七
二
お
よ
び
二
つ
の
大
統
領
覚
書
に

対
応
し
て
、
財
務
省
か
ら
合
計
六
本
の
報
告
書
が
大
統
領

に
提
出
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
（
本
稿
執
筆
時
点
で
五
本
の

報
告
書
が
公
開
、
図
表
３
）。
本
稿
の
目
的
に
照
ら
し
合

わ
せ
る
と
、
大
統
領
令
に
対
応
す
る
第
一
弾
の
報
告
書

（
①
「
銀
行
と
信
用
組
合
」）
と
、
大
統
領
覚
書
に
対
応
す

る
二
本
の
報
告
書
（
⑤
「
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
に
よ
る
指
定
」、
⑥

「
Ｏ
Ｌ
Ａ
の
見
直
し
」）
が
、
主
に
Ｄ
Ｆ
法
下
の
マ
ク
ロ
プ

ル
ー
デ
ン
ス
関
連
規
制
を
評
価
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
見

直
し
を
提
案
し
て
い
る
。

　

第
一
に
「
銀
行
と
信
用
組
合
」
は
、
大
統
領
令
一
三
七

七
二
の
コ
ア
・
プ
リ
ン
シ
プ
ル
（
図
表
２
）
に
沿
っ
て
、

多
数
の
項
目
で
規
制
の
修
正
を
提
案
す
る
（
図
表
４
）。

特
に
、
Ｄ
Ｆ
法
が
定
め
る
銀
行
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
の
指
定
条
件

図表３　財務省が公開した報告書
大統領令13772に対する報告書

公開日
経済機会を生む金融システム（共通テーマ）

　①銀行と信用組合 2017年 6 月
　②資本市場 2017年10月
　③資産運用業と保険業 2017年10月
　④ノンバンク金融機関、金融テクノロジー、金融イノベーション 未刊

大統領覚書に対する報告書
　⑤金融安定監視委員会（FSOC）による指定 2017年11月
　⑥整然清算制度（OLA）の見直し 2018年 2 月
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図表４　財務省報告書「銀行と信用組合」の主要提案
提案項目 連邦議会 規制当局

①ストレステスト（DFAST）
・�適用対象を総資産100億ドル以上から500億ドル以上に引

き上げ ○ ○

・適用するシナリオや実施方法の見直し ○ ○
②より厳格なプルーデンス基準

・適用基準の見直し ○ ○
③包括的資本分析レビュー（CCAR）

・�実施および手法の見直し（前提条件の見直し、 2 年毎で
の実施） ○

・CCAR の透明性向上（外部公表とパプリックコメント） ○
④流動性カバレッジ比率（LCR）

・適用基準の見直し（G-SIBs へ） ○
⑤�補 完 的 レ バ レ ッ ジ 比 率（SLR） が10 ％ 以 上 の 銀 行 は

DFAST や CCAR 等の対象外とする ○

⑥リビングウィル
・適用基準の見直し（組織や業務の複雑性） ○ ○
・提出を隔年に ○

⑦ボルカー・ルール
・適用基準の見直し ○
・定義や規則内容の見直し ○

⑧外国銀行組織（FBO）への規制
・�より厳格なプルーデンス基準やリビングウィルの適用基

準の見直し ○ ○

・米国内中間持株会社への CCAR 適用基準の見直し ○
・LCR や総損失吸収力（TLAC）の基準や要件の見直し ○

⑨コスト・ベネフィット分析を活用した規制 ○
⑩バーゼルⅢ基準の国内適用に関する検討 ○

・�G-SIBs 資本サーチャージ、レバレッジ比率（eSLR）、
TLAC、リスクウェイト資産（RWA）、流動性カバレッ
ジ比率（LCR）、安定調達比率（NSFR）等について

（米国基準との比較、適用時の影響を明示）
⑪�自己資本が充実した銀行に対しては資本・流動性規制やボ

ルカー・ルールを免除 ○

・�新たな銀行カテゴリーの創設（フィナンシャル・チョイ
ス法の QBO）

〔出所〕　財務省報告書Appendix B より抜粋。
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（
連
結
総
資
産
額
五
〇
〇
億
ド
ル
以
上
）
お
よ
び
マ
ク
ロ

プ
ル
ー
デ
ン
ス
関
連
規
制
の
適
用
基
準
を
見
直
し
、
関
連

す
る
連
邦
法
の
修
正
と
規
則
の
修
正
を
連
邦
議
会
お
よ
び

連
邦
監
督
機
関
に
求
め
て
い
る
。
重
要
で
あ
る
の
は
「
自

己
資
本
比
率
が
充
実
（
一
〇
％
以
上
）」
し
た
銀
行
は
、

Ｄ
Ｆ
法
の
下
で
Ｆ
Ｒ
Ｂ
が
課
す
プ
ル
ー
デ
ン
ス
基
準
や
ス

ト
レ
ス
テ
ス
ト
、
包
括
的
資
本
分
析
レ
ビ
ュ
ー
（
Ｃ
Ｃ
Ａ

Ｒ
）
な
ど
に
加
え
、
自
己
勘
定
取
引
を
基
本
的
に
禁
止
す

る
ボ
ル
カ
ー
・
ル
ー
ル
の
適
用
除
外
と
す
る
提
案
で
あ
ろ

う
。
こ
の
他
、
会
社
実
施
の
ス
ト
レ
ス
テ
ス
ト
の
適
用

を
、
そ
れ
ま
で
の
連
結
総
資
産
額
一
〇
〇
億
ド
ル
か
ら
五

〇
〇
億
ド
ル
へ
引
き
上
げ
る
提
案
や
、
す
で
に
Ｆ
Ｒ
Ｂ
規

則
に
よ
り
国
内
に
導
入
さ
れ
た
バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ
基
準
に
つ
い

て
も
再
検
討
を
促
し
て
い
る
。「
銀
行
と
信
用
組
合
」
の

提
案
の
多
く
は
、
連
邦
議
会
に
よ
る
連
邦
法
の
修
正
を
必

要
と
す
る
。
そ
の
た
め
、
こ
の
よ
う
な
行
政
府
の
方
針
と

合
わ
せ
て
、
次
節
の
連
邦
議
会
の
活
動
を
理
解
す
る
こ
と

が
、
米
国
の
マ
ク
ロ
プ
ル
ー
デ
ン
ス
関
連
規
制
を
議
論
す

る
上
で
重
要
と
な
ろ
う
。

　

第
二
に
、
大
統
領
覚
書
に
応
じ
た
報
告
書
で
あ
る
「
Ｆ

Ｓ
Ｏ
Ｃ
に
よ
る
指
定
」
と
「
Ｏ
Ｌ
Ａ
の
見
直
し
」
は
、
Ｄ

Ｆ
法
が
導
入
し
た
特
定
の
項
目
に
対
す
る
評
価
と
提
案
を

受
け
持
つ
。
本
稿
で
は
、
紙
幅
の
都
合
で
「
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
に

よ
る
指
定
」
の
み
を
取
り
上
げ
る
。

　

ノ
ン
バ
ン
ク
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
の
指
定
は
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
の
最
重

要
機
能
の
一
つ
で
あ
り
、
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
は
当
初
に
四
社
の
ノ

ン
バ
ン
ク
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
（
図
表
５
）
を
指
定
し
た
。
し
か

し
な
が
ら
、
本
稿
執
筆
時
点
で
す
で
に
Ｇ
Ｅ
キ
ャ
ピ
タ
ル

と
Ａ
Ｉ
Ｇ
が
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
指
定
を
解
除
さ
れ
て
お
り
、
メ
ッ

ト
ラ
イ
フ
は
ワ
シ
ン
ト
ン
連
邦
地
裁
の
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
指
定
を

無
効
と
す
る
判
決
（
一
六
年
三
月
）
を
受
け
、
現
在
で
は

実
質
的
に
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
指
定
が
解
除
さ
れ
た
状
態
に
あ
る
。

特
に
メ
ッ
ト
ラ
イ
フ
に
関
す
る
判
決
で
は
、
地
裁
が
①
Ｆ

Ｓ
Ｏ
Ｃ
の
分
析
で
使
用
さ
れ
た
基
準
は
曖
昧
で
あ
り
、
非
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現
実
的
・
非
合
理
的
な
仮
説
に
基
づ
い
た
分
析
で
あ
る
、

②
分
析
が
規
模
や
相
互
連
関
性
に
固
執
し
過
ぎ
て
い
る
な

ど
、
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
指
定
過
程
に
お
け
る
厳
格
な
分
析
の
欠
如

な
ど
指
摘
し
た
。
さ
ら
に
、
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
の
活
動
が
不
透
明

で
あ
る
と
の
批
判
も
強
ま
っ
て
お
り
、
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
の
機
能

の
再
検
討
が
求
め
ら
れ
て
い
た
。

　
「
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
に
よ
る
指
定
」
は
、
①
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
指
定

に
必
要
な
分
析
を
厳
格
に
執
行
、
②
指
定
過
程
の
透
明
性

向
上
、
③
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
に
指
定
さ
れ
た
金
融
会
社
に
明
確

な
指
定
解
除
条
件
を
提
示
、
の
三
点
で
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
に
改
善

を
求
め
て
い
る
。
さ
ら
に
、
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
指
定
過
程
に
お

け
る
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
の
分
析
に
関
し
て
、
コ
ス
ト
・
ベ
ネ

フ
ィ
ッ
ト
分
析
の
導
入
を
含
め
た
分
析
プ
ロ
セ
ス
の
見
直

し
な
ど
の
幅
広
い
提
案
を
行
っ
て
い
る
。
同
様
な
視
点
は

連
邦
議
会
に
お
け
る
複
数
の
法
案
で
も
見
る
こ
と
が
出
来

る
。
こ
れ
ら
の
要
求
を
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
が
実
践
し
た
場
合
、
ノ

ン
バ
ン
ク
金
融
会
社
の
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
指
定
に
と
っ
て
相
当

図表５　FSOC に指定されたノンバンク SIFIs
SIFI 指定 SIFI 指定解除

GE キャピタル
2013年 7 月 8 日 2016年 6 月28日

（GE Capital Global Hodings, LLC）

アメリカン・インターナショナル・グループ
（AIG）

2013年 7 月 8 日 2017年 9 月29日

プルーデンシャル・ファイナンス 2013年 9 月19日 －

メットライフ 2013年12月 8 日 －
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に
高
い
ハ
ー
ド
ル
に
な
る
と
言
え
よ
う
。

二�
、
連
邦
議
会
に
お
け
る
本
格
的
な
議

論
の
始
ま
り

　

二
〇
一
四
年
の
中
間
選
挙
で
両
院
と
も
に
共
和
党
が
多

数
党
と
な
っ
た
第
一
一
四
回
連
邦
議
会
（
一
五
年
一
月
か

ら
一
七
年
一
月
）
以
降
、
特
に
下
院
で
共
和
党
議
員
が
提

案
す
る
金
融
規
制
修
正
法
案
が
増
加
し
た
。
後
述
す
る

「
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
チ
ョ
イ
ス
法
」
が
象
徴
的
で
あ
る

が
、
当
初
は
、
Ｄ
Ｆ
法
の
廃
止
や
大
幅
な
見
直
し
を
意
図

す
る
法
案
が
多
か
っ
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
一
七
年
末
頃

よ
り
超
党
派
で
提
出
さ
れ
る
法
案
が
主
流
に
な
り
つ
つ
あ

る
よ
う
に
見
え
る
。
法
案
の
成
立
に
は
上
院
に
お
け
る
民

主
党
議
員
の
協
力
が
必
要
と
な
る
こ
と
が
理
由
の
一
つ
と

考
え
ら
れ
る
が
、
そ
の
議
論
も
下
院
共
和
党
議
員
が
掲
げ

た
よ
う
な
極
端
な
Ｄ
Ｆ
法
排
斥
論
は
影
を
潜
め
、
超
党
派

の
議
員
に
よ
る
現
実
的
な
問
題
点
の
検
討
お
よ
び
修
正
へ

と
変
化
し
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
本
稿
で
は
、
そ
の
き
っ

か
け
と
な
っ
た
の
は
「
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
チ
ョ
イ
ス

法
」
の
頓
挫
で
あ
る
と
考
え
る
。
以
下
で
は
、
マ
ク
ロ
プ

ル
ー
デ
ン
ス
に
関
連
す
る
代
表
的
な
法
案
を
紹
介
し
、
連

邦
議
会
の
議
論
の
変
遷
を
見
る
。

⑴　

金
融
規
制
改
善
法
（
第
一
一
四
回
議
会
、
上
院
法

案
）

　

こ
の
「
金
融
規
制
改
善
法
」
は
、
上
院
の
銀
行
・
住

宅
・
都
市
問
題
委
員
会
の
シ
ェ
ル
ビ
ー
委
員
長
（
当
時
）

が
ス
ポ
ン
サ
ー
と
な
り
上
院
で
本
格
的
に
議
論
さ
れ
た
。

次
の
下
院
法
案
で
あ
る
「
シ
ス
テ
ミ
ッ
ク
リ
ス
ク
指
定
改

善
法
」
と
と
も
に
、
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
指
定
要
件
の
見
直
し
を

盛
り
込
ん
だ
初
期
の
法
案
と
し
て
注
目
さ
れ
る
。

　

マ
ク
ロ
プ
ル
ー
デ
ン
ス
関
連
規
制
に
関
し
て
、
第
一

に
、
Ｄ
Ｆ
法
が
銀
行
持
株
会
社
を
自
動
的
に
銀
行
Ｓ
Ｉ
Ｆ
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Ｉ
ｓ
に
指
定
す
る
「
連
結
総
資
産
額
が
五
〇
〇
億
ド
ル
以

上
」
の
条
件
を
、
同
法
案
は
「
同
五
、
〇
〇
〇
億
ド
ル
以

上
」
に
引
き
上
げ
て
い
る
。
ま
た
、
連
結
総
資
産
額
が
五

〇
〇
億
ド
ル
以
上
か
ら
五
、
〇
〇
〇
億
ド
ル
未
満
の
銀
行

持
株
会
社
に
関
し
て
は
、
別
途
同
法
案
が
定
め
る
条
件
を

考
慮
し
て
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
に
指
定
す
る
権
限
を
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
に

与
え
て
い
る
。
こ
の
条
件
と
し
て
、
①
規
模
、
②
相
互
連

関
性
、
③
代
替
可
能
性
、
④
海
外
展
開
の
活
動
、
⑤
複
雑

性
を
挙
げ
て
い
る
が
、
前
節
の
財
務
省
報
告
書
「
Ｆ
Ｓ
Ｏ

Ｃ
の
指
定
」
の
条
件
と
も
類
似
す
る
。
こ
の
法
案
以
降
、

後
述
す
る
複
数
の
法
案
で
銀
行
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
の
指
定
条
件

の
見
直
し
が
提
示
さ
れ
て
い
る
。
本
稿
執
筆
時
点
で
の
シ

カ
ゴ
連
邦
準
備
銀
行
の
デ
ー
タ
を
活
用
す
る
と
、
全
米
六

三
六
行
の
銀
行
持
株
会
社
の
内
、
従
来
の
Ｄ
Ｆ
法
基
準
で

は
三
八
行
が
銀
行
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
で
あ
っ
た
が
、
金
融
規
制

改
善
法
の
新
た
な
基
準
で
は
銀
行
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
に
指
定
さ

れ
る
の
は
上
位
六
行
に
限
定
さ
れ
る
（
図
表
６
）。
こ
の

図表６　米国内の銀行ランキング（連結総資産）
１ ．�J.P. Morgan Chase & Co. $ 2 兆5,000億
２ ．Bank Of America Corp. $ 2 兆3,000億
３ ．�Wells Fargo & Co. $ 2 兆
４ ．Citigroup Inc. $ 1 兆8,000億
５ ．Goldm an Sachs Group, Inc. $ 9,168億
６ ．Morgan Stanley $ 8,517億

７ ．�U.S. Bancorp $ 4,620億
8 ．PNC Financial Services Group, Inc. $ 3,815億
9 ．TD Group US Holdings Llc $ 3,809億
10．Bank Of New York Mellon Corp. $ 3,718億
11．Capital One Financial Corp. $ 3,657億
12．HSBC North America Holdings Inc. $ 2,735億

〔出所〕�　「Quarterly Bank Holding Company Data」2017年第４四半期、Federal Reserve Bank of 
Chicago。



146―　　―

証券レビュー　第58巻第６号

よ
う
な
マ
ク
ロ
プ
ル
ー
デ
ン
ス
規
制
の
対
象
の
絞
り
込
み

は
、
過
剰
な
規
制
コ
ス
ト
の
回
避
の
点
で
評
価
で
き
よ

う
。

　

第
二
に
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
に
対
す
る
連
邦
議
会
の
監
視
強
化
が

明
示
的
に
盛
り
込
ま
れ
た
点
は
特
徴
的
で
あ
る
。「
金
融

規
制
改
善
法
」
は
①
半
期
毎
に
Ｆ
Ｒ
Ｂ
が
ノ
ン
バ
ン
ク
金

融
会
社
の
監
督
・
規
制
に
関
し
て
連
邦
議
会
へ
報
告
、
②

連
邦
公
開
市
場
委
員
会
（
Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
）
に
対
し
て
四
半
期

毎
に
連
邦
議
会
で
政
策
の
説
明
、
な
ど
を
求
め
た
。
さ
ら

に
、
③
地
区
連
銀
の
改
革
や
潜
在
的
な
コ
ス
ト
・
ベ
ネ

フ
ィ
ッ
ト
の
分
析
を
行
う
独
立
し
た
委
員
会
で
あ
る
連
邦

準
備
制
度
改
革
委
員
会
の
設
置
や
、
④
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
連

邦
準
備
銀
行
の
総
裁
を
五
年
の
任
期
と
し
、
そ
の
選
出
は

大
統
領
の
指
名
お
よ
び
上
院
の
助
言
と
同
意
を
も
っ
て
実

行
す
る
こ
と
な
ど
が
記
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
の
他
、
連
結
総
資
産
額
が
一
〇
〇
億
ド
ル
以
下
の
銀

行
を
ボ
ル
カ
ー
・
ル
ー
ル
の
適
用
対
象
外
に
す
る
条
項
な

ど
も
含
ま
れ
て
い
る
。

⑵　

シ
ス
テ
ミ
ッ
ク
リ
ス
ク
指
定
改
善
法
（
第
一
一
四

回
・
第
一
一
五
回
、
下
院
法
案
）

　
「
シ
ス
テ
ミ
ッ
ク
リ
ス
ク
指
定
改
善
法
」
は
、
超
党
派

の
議
員
に
よ
っ
て
提
出
さ
れ
て
い
る
。
第
一
一
四
回
連
邦

議
会
に
続
き
、
法
案
番
号H

.R.3312

と
し
て
再
提
出
さ

れ
た
第
一
一
五
回
連
邦
議
会
（
一
七
年
一
月
～
一
九
年
一

月
）
で
は
、
二
〇
一
七
年
一
二
月
に
下
院
本
会
議
を
二
八

八
対
一
三
〇
で
通
過
し
て
い
る
。

　

こ
こ
で
は
最
新
の
バ
ー
ジ
ョ
ン
で
あ
る
、
第
一
一
五
回

連
邦
議
会
に
提
出
さ
れ
た
法
案
番
号H

.R.3312

を
見
る
。

第
一
に
、
銀
行
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
指
定
の
基
準
と
し
て
Ｄ
Ｆ
法

が
設
定
し
た
「
連
結
総
資
産
額
五
〇
〇
億
ド
ル
以
上
」
を

廃
止
し
、
新
た
な
基
準
と
し
て
①
Ｆ
Ｒ
Ｂ
規
則
の
「
グ

ロ
ー
バ
ル
に
シ
ス
テ
ム
上
重
要
な
銀
行
持
株
会
社

（G-SIBs
）」
の
適
用
、
も
し
く
は
②
同
法
案
が
提
示
す
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る
要
件
に
従
い
Ｆ
Ｒ
Ｂ
が
指
定
（
新
た
な
規
制
の
制
定
）

す
る
方
式
へ
の
変
更
を
柱
に
す
る
。
同
法
案
の
試
み
は
、

国
際
基
準
に
協
調
し
な
が
ら
米
国
の
マ
ク
ロ
プ
ル
ー
デ
ン

ス
政
策
の
対
象
機
関
を
限
定
す
る
こ
と
に
あ
る
と
言
え
よ

う
。
お
お
よ
そ
で
あ
る
が
、
米
国
内
で
のG-SIBs

に
該

当
す
る
の
は
連
結
総
資
産
が
二
、
五
〇
〇
億
ド
ル
以
上
で

あ
る
た
め
、
上
位
一
二
行
（
図
表
６
）
が
対
象
と
さ
れ

る
。

　

そ
の
一
方
で
、G-SIBs

に
該
当
し
な
い
銀
行
持
株
会

社
に
関
し
て
は
、
考
慮
す
べ
き
要
件
を
与
え
つ
つ
も
、
Ｆ

Ｒ
Ｂ
の
裁
量
権
限
を
拡
大
す
る
こ
と
で
対
処
を
は
か
っ
て

い
る
。
Ｄ
Ｆ
法
は
Ｆ
Ｒ
Ｂ
を
マ
ク
ロ
プ
ル
ー
デ
ン
ス
政
策

の
実
行
部
隊
に
定
め
て
い
る
が
、
同
法
案
は
Ｄ
Ｆ
法
を
修

正
し
つ
つ
も
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
裁
量
権
限
を
加
え
て
い
る
。
こ

の
点
は
、
上
記
の
上
院
法
案
と
は
対
照
的
で
あ
る
。

三�

、
カ
ウ
ン
タ
ー
Ｄ
Ｆ
法
の
提
示
：

フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
チ
ョ
イ
ス
法

（
第
一
一
四
回
・
第
一
一
五
回
議

会
、
下
院
法
案
）

　

Ｄ
Ｆ
法
の
修
正
を
意
図
し
た
法
案
の
中
で
も
、「
フ
ィ

ナ
ン
シ
ャ
ル
・
チ
ョ
イ
ス
法
」
は
他
の
法
案
と
比
較
し
て

Ｄ
Ｆ
法
の
見
直
し
対
象
が
幅
広
く
、
か
つ
細
部
に
至
っ
て

い
る
。
た
だ
し
、
同
法
案
は
第
一
一
五
回
連
邦
議
会
に
再

提
出
さ
れ
下
院
本
会
議
を
通
過
し
た
も
の
の
、
本
稿
執
筆

時
点
で
は
上
院
で
は
審
議
の
対
象
と
は
な
ら
ず
、
連
邦
法

と
し
て
成
立
す
る
可
能
性
は
低
い
。

　

詳
し
く
は
若
園
［
二
〇
一
八
ａ
］
を
参
照
願
い
た
い

が
、
同
法
案
は
下
院
共
和
党
議
員
の
金
融
規
制
に
関
す
る

イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
の
集
大
成
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
る
。
そ

の
た
め
、
本
稿
で
扱
う
他
の
超
党
派
で
提
出
さ
れ
た
法
案
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と
比
較
し
て
政
治
的
な
偏
り
が
大
き
い
。
し
か
し
な
が

ら
、
前
掲
し
た
大
統
領
令
一
三
七
七
二
の
コ
ア
・
プ
リ
ン

シ
プ
ル
と
似
通
っ
た
理
念
を
基
礎
と
し
、
財
務
省
報
告
書

の
「
銀
行
と
信
用
組
合
」
等
と
共
通
す
る
項
目
も
あ
る
。

マ
ク
ロ
プ
ル
ー
デ
ン
ス
に
関
連
す
る
箇
所
に
限
定
し
て
、

同
法
案
の
要
点
を
ま
と
め
る
。

⑴　

Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
の
見
直
し

　

銀
行
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
に
関
し
て
。
Ｄ
Ｆ
法
の
指
定
条
件
は

維
持
し
て
い
る
。
そ
の
一
方
で
、
最
小
自
己
資
本
比
率

（
一
〇
％
）
等
の
条
件
を
満
た
す
場
合
、
そ
の
銀
行
を
適

格
銀
行
組
織
（
Ｑ
Ｂ
Ｏ
）
と
定
め
、
Ｄ
Ｆ
法
等
が
導
入
し

た
多
く
の
規
制
の
対
象
外
と
す
る
。
類
似
の
考
え
は
、
財

務
省
報
告
書
「
銀
行
と
信
用
組
合
」
の
提
案
で
も
採
用
さ

れ
て
い
る
。
具
体
的
に
Ｑ
Ｂ
Ｏ
は
、
①
資
本
や
流
動
性
の

要
求
の
他
、
Ｄ
Ｆ
法
のSec.165

が
銀
行
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
に

要
求
す
る
②
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
プ
ル
ー
デ
ン
シ
ャ
ル
基
準
、
③
破

綻
処
理
計
画
の
作
成
、
④
ス
ト
レ
ス
テ
ス
ト
、
⑤
レ
バ

レ
ッ
ジ
制
限
な
ど
の
適
用
が
免
除
さ
れ
る
。

　

さ
ら
に
ノ
ン
バ
ン
ク
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
に
関
し
て
は
、
Ｄ
Ｆ

法
が
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
に
与
え
た
ノ
ン
バ
ン
ク
金
融
会
社
を
Ｓ
Ｉ

Ｆ
Ｉ
ｓ
に
指
定
す
る
権
限
を
剥
奪
す
る
こ
と
で
、
現
在
の

ノ
ン
バ
ン
ク
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
自
体
を
廃
止
す

る
。

⑵　

Ｆ
Ｒ
Ｂ
に
対
す
る
連
邦
議
会
の
監
視
強
化

　
「
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
チ
ョ
イ
ス
法
」
は
、
連
邦
議
会

に
よ
る
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
監
視
体
制
を
強
化
す
る
。
具
体
的
に

は
、
①
現
在
は
半
期
毎
で
あ
る
Ｆ
Ｒ
Ｂ
議
長
の
議
会
証
言

を
四
半
期
毎
と
す
る
、
②
会
計
監
査
院
長
が
Ｆ
Ｒ
Ｂ
お
よ

び
各
連
邦
準
備
銀
行
に
対
す
る
年
次
監
査
を
行
い
、
そ
の

結
果
を
連
邦
議
会
へ
報
告
す
る
、
③
監
視
委
員
会
の
新
設

な
ど
で
あ
る
。
こ
れ
ら
追
加
的
説
明
責
任
の
要
求
は
、
Ｄ

Ｆ
法
に
よ
る
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
権
限
強
化
に
対
応
し
た
連
邦
議
会
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に
よ
る
監
視
強
化
の
試
み
で
あ
る
と
言
え
よ
う
。
ま
た

「
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
チ
ョ
イ
ス
法
」
は
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
透

明
性
を
向
上
さ
せ
る
新
た
な
試
み
も
規
定
し
て
い
る
。
例

え
ば
Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
に
対
し
て
、
①
金
融
政
策
の
決
定
を
テ
イ

ラ
ー
・
ル
ー
ル
の
よ
う
な
理
論
公
式
に
依
拠
す
る
よ
う
求

め
て
い
る
。
さ
ら
に
、
両
院
の
担
当
委
員
会
が
要
求
し
た

場
合
に
限
り
、
②
Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
の
金
融
政
策
を
会
計
監
査
院

長
の
監
査
対
象
に
含
め
る
他
、
③
Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
の
総
て
の
会

合
の
議
事
録
の
公
開
も
求
め
て
い
る
。

　

こ
の
他
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
や
Ｓ
Ｅ
Ｃ
な
ど
の
金
融
に
関
連
す
る

連
邦
監
督
機
関
に
対
し
て
、
新
た
な
規
則
の
提
案
時
と
最

終
規
則
時
の
二
つ
の
段
階
で
、
コ
ス
ト
・
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト

分
析
等
の
規
制
影
響
分
析
の
実
施
を
要
求
す
る
と
と
も

に
、
新
規
則
が
連
邦
官
報
に
掲
載
さ
れ
て
か
ら
五
年
以
内

に
、
当
該
規
制
の
経
済
的
影
響
を
分
析
し
た
報
告
書
を
提

示
す
る
こ
と
を
要
求
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
連
邦
議
会

が
強
い
関
与
を
求
め
る
背
景
に
は
、
上
述
し
た
Ｆ
Ｒ
Ｂ
へ

の
監
督
と
同
様
に
、
Ｄ
Ｆ
法
に
よ
っ
て
こ
れ
ら
連
邦
監
督

機
関
の
権
限
が
強
化
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
あ
る
。

四�

、
超
党
派
で
の
検
討
へ
（
第
一
一
五

回
議
会
）

　

極
端
な
Ｄ
Ｆ
法
の
排
斥
・
修
正
法
案
で
あ
っ
た
「
フ
ィ

ナ
ン
シ
ャ
ル
・
チ
ョ
イ
ス
法
」
が
上
院
で
の
実
質
的
な
審

議
拒
否
と
な
っ
て
以
降
、
む
し
ろ
連
邦
議
会
両
院
で
は
超

党
派
で
提
案
さ
れ
た
法
案
が
目
立
つ
。

⑴　

経
済
成
長
・
規
制
緩
和
お
よ
び
消
費
者
保
護
法
（
上

院
法
案
）

　

こ
の
「
経
済
成
長
・
規
制
緩
和
お
よ
び
消
費
者
保
護

法
」
は
共
和
党
と
民
主
党
と
の
超
党
派
で
提
案
さ
れ
た
。

十
八
年
三
月
に
連
邦
議
会
上
院
本
会
議
を
六
十
七
対
三
十

一
で
通
過
し
た
後
、
五
月
に
下
院
本
会
議
で
も
二
百
五
十
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八
対
百
五
十
九
で
認
め
ら
れ
、
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
署
名

を
も
っ
て
Ｄ
Ｆ
法
の
主
要
部
分
を
修
正
し
た
初
め
て
の
連

邦
法
と
し
て
成
立
し
た
。

　

こ
の
法
案
は
マ
ク
ロ
プ
ル
ー
デ
ン
ス
に
関
連
す
る
規
制

の
見
直
し
と
し
て
、
法
案
の
第
二
章
で
資
産
規
模
が
比
較

的
小
さ
な
地
方
銀
行
に
か
か
る
規
制
の
緩
和
、
第
四
章
で

は
Ｄ
Ｆ
法
の
マ
ク
ロ
プ
ル
ー
デ
ン
ス
規
制
の
大
規
模
金
融

機
関
へ
の
限
定
お
よ
び
、
地
方
銀
行
に
対
す
る
規
制
の
緩

和
を
企
画
し
て
い
る
。

　

第
二
章
の
主
要
項
目
を
挙
げ
る
と
、
①
連
結
総
資
産
額

が
一
〇
〇
億
ド
ル
未
満
の
預
金
保
険
対
象
機
関
を
適
格
地

方
銀
行
と
定
め
、
連
邦
銀
行
監
督
機
関
（
Ｏ
Ｃ
Ｃ
、
Ｆ
Ｒ

Ｂ
、
Ｆ
Ｄ
Ｉ
Ｃ
が
該
当
）
に
自
己
資
本
比
率
に
沿
っ
て
当

該
適
格
地
銀
の
監
督
を
考
慮
す
る
よ
う
に
求
め
た
。
ま

た
、
総
資
産
規
模
お
よ
び
ト
レ
ー
デ
ィ
ン
グ
勘
定
の
資

産
・
負
債
額
が
連
結
総
資
産
の
五
％
を
超
え
な
い
こ
と
を

条
件
と
し
て
、
Ｄ
Ｆ
法
が
定
め
る
ボ
ル
カ
ー
・
ル
ー
ル
か

ら
地
方
銀
行
を
除
外
し
て
い
る
。

　

第
四
章
で
は
、
第
一
に
Ｄ
Ｆ
が
定
め
る
銀
行
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ

ｓ
の
指
定
条
件
と
な
る
連
結
総
資
産
額
を
二
、
五
〇
〇
億

ド
ル
へ
と
引
き
上
げ
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
プ
ル
ー
デ
ン
ス
基
準
の

適
用
条
件
を
緩
和
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
連
結
総
資
産
額

一
、
〇
〇
〇
億
ド
ル
以
上
か
ら
二
、
五
〇
〇
億
ド
ル
未
満

は
、
①
金
融
安
定
に
と
っ
て
の
リ
ス
ク
を
防
止
・
減
少
さ

せ
る
、
も
し
く
は
、
②
諸
条
件
を
考
慮
し
て
銀
行
持
株
会

社
の
安
全
性
等
が
促
進
さ
れ
る
と
判
断
さ
れ
る
銀
行
は
、

Ｆ
Ｒ
Ｂ
が
プ
ル
ー
デ
ン
ス
基
準
を
適
用
さ
せ
る
裁
量
権
限

を
持
つ
。
第
二
に
Ｄ
Ｆ
法
が
定
め
る
会
社
実
施
の
ス
ト
レ

ス
テ
ス
ト
に
関
し
て
、
②
対
象
を
連
結
総
資
産
一
〇
〇
億

ド
ル
以
上
か
ら
二
、
五
〇
〇
億
ド
ル
以
上
へ
引
き
上
げ
る

と
と
も
に
、
③
銀
行
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
お
よ
び
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
監
督

対
象
と
な
る
ノ
ン
バ
ン
ク
Ｓ
Ｉ
Ｆ
Ｉ
ｓ
が
実
施
す
る
ス
ト

レ
ス
テ
ス
ト
の
実
施
間
隔
を
見
直
し
て
い
る
（
半
期
に
一

度
か
ら
定
期
で
の
実
施
へ
）。
た
だ
し
、
総
資
産
一
、
〇
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〇
〇
億
ド
ル
か
ら
二
、
五
〇
〇
億
ド
ル
未
満
の
銀
行
持
株

会
社
に
対
し
て
は
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
が
当
該
銀
行
持
株
会
社
の
資

本
等
の
評
価
を
行
う
た
め
に
ス
ト
レ
ス
テ
ス
ト
を
課
す
こ

と
が
出
来
る
と
し
た
。

⑵　

下
院
金
融
サ
ー
ビ
ス
委
員
会
の
変
化

　

最
後
に
、「
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
チ
ョ
イ
ス
法
」
を
本

会
議
で
通
過
さ
せ
た
連
邦
議
会
下
院
に
お
い
て
も
、
超
党

派
で
金
融
規
制
を
見
直
す
傾
向
が
見
ら
れ
る
。
第
一
一
五

回
連
邦
議
会
の
第
二
会
期
（
二
〇
一
八
年
一
月
か
ら
二
〇

一
九
年
一
月
ま
で
）
に
下
院
金
融
サ
ー
ビ
ス
委
員
会
を
通

過
し
た
主
な
法
案
を
図
表
７
で
ま
と
め
た
（
本
稿
執
筆
時

点
）。

　

マ
ク
ロ
プ
ル
ー
デ
ン
ス
に
関
連
す
る
規
制
の
見
直
し
法

案
と
し
て
は
、「
Ｆ
Ｓ
Ｏ
Ｃ
改
善
法
」
や
「
ス
ト
レ
ス
テ

ス
ト
の
負
担
軽
減
法
」
が
挙
げ
ら
れ
る
が
、
い
ず
れ
も
相

当
数
の
民
主
党
議
員
の
協
力
を
得
て
委
員
会
お
よ
び
下
院

図表７　第115回連邦議会第 2 会期に下院金融サービス委員会を 
通過した主な金融規制改革法案　　　　　　

法案番号 法案名 賛成 反対
H.R.1264 地域金融機関除外法 30 25

・�連結総資産が ＄5 00億未満の銀行等を CFPB の対象外に。
H.R.2319 消費者の金融選択および資本市場保護法 34 21

・MMF への政府支援の原則禁止を明文化。
・MMF の価格評価方法の見直し。

H.R.4061 FSOC 改善法 45 10
・�ノンバンク金融会社の SIFI 指定の過程に詳細な手順を設定。
（FSOC に透明性と厳格な分析を要求。）

H.R.4566 ストレステストの負担軽減法 47 8
・�ノンバンク金融会社に要求されるストレステストの見直し。

H.R.4607 包括的規制見直し法 37 17
・銀行監督当局による包括的な規制見直し期間の短縮。

H.R.4790 ボルカー・ルールの規制調和法 50 10
・�ボルカー・ルールの権限を FRB に集約。地銀を対象外に。

（注）　下院サービス委員会の構成は60名（うち共和党34名、民主党26名）。
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本
会
議
を
通
過
し
て
い
る
。
上
述
し
た
下
院
法
案
の

「
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
チ
ョ
イ
ス
法
」
で
は
一
方
的
な
Ｄ

Ｆ
法
の
廃
棄
と
し
て
扱
わ
れ
て
い
た
事
項
が
、
こ
れ
ら
二

つ
の
法
案
で
は
Ｄ
Ｆ
法
を
修
正
し
つ
つ
も
、
現
状
の
制
度

を
現
実
的
に
見
直
す
内
容
と
な
っ
て
い
る
。

ま
と
め

　

現
ト
ラ
ン
プ
政
権
は
、
本
稿
で
紹
介
し
た
大
統
領
令
な

ど
を
通
じ
て
、
現
存
す
る
金
融
規
制
の
再
評
価
を
試
み
て

い
る
。
こ
の
よ
う
な
活
動
は
財
務
省
が
中
核
と
な
り
、
規

制
を
担
当
す
る
各
連
邦
監
督
機
関
の
意
見
を
取
り
入
れ
る

こ
と
で
、
よ
り
現
実
的
な
対
応
を
進
め
て
い
る
よ
う
に
見

え
る
。
特
に
、
金
融
規
制
の
実
効
性
の
検
討
と
過
剰
な
規

制
コ
ス
ト
の
削
減
な
ど
が
主
た
る
目
的
と
な
っ
て
い
る
。

対
し
て
連
邦
議
会
は
、
当
初
の
下
院
共
和
党
議
員
が
中
心

と
な
っ
た
エ
キ
セ
ン
ト
リ
ッ
ク
な
反
Ｄ
Ｆ
法
の
活
動
か

ら
、
超
党
派
の
議
員
に
よ
る
Ｄ
Ｆ
法
の
修
正
へ
と
連
邦
法

の
修
正
議
論
が
平
静
化
す
る
傾
向
に
あ
る
。
本
稿
で
見
た

よ
う
に
、
財
務
省
報
告
書
の
提
案
と
直
近
の
連
邦
議
会
に

お
け
る
議
論
は
整
合
し
て
い
る
と
言
え
よ
う
。

　

本
年
は
一
一
月
に
連
邦
議
会
の
中
間
選
挙
を
控
え
て
政

治
的
な
対
立
が
強
ま
る
年
で
は
あ
る
が
、
本
稿
で
取
り
上

げ
た
マ
ク
ロ
プ
ル
ー
デ
ン
ス
関
連
規
制
な
ど
の
見
直
し
は

穏
当
な
手
順
を
も
っ
て
実
行
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
。
た
だ

し
、
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
短
慮
軽
率
な
横
槍
が
入
ら
な
け

れ
ば
、
の
条
件
の
下
で
。

　

こ
れ
ら
の
よ
り
詳
細
な
内
容
は
、
若
園
［
二
〇
一
八
ｂ
］
を
参
照

願
い
た
い
。

「
参
考
文
献
」

若
園
智
明
［
二
〇
一
五
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米
国
の
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融
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制
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園
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検
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研
究
』
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本
証
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済
研
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第
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六
号
、
一
－

二
〇
頁
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若
園
智
明
［
二
〇
一
八
ａ
］「
ア
メ
リ
カ
共
和
党
の
金
融
規
制
政
策
」
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貌
す
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融
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券
業
』
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証
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経
済
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章
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園
智
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〇
一
八
ｂ
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ト
ラ
ン
プ
時
代
の
米
国
金
融
規
制
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マ
ク

ロ
プ
ル
ー
デ
ン
ス
を
巡
る
動
向
―
」『JSRI �����������

���������
D
iscussion Paper Se�
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』
日
本
証
券
経
済
研
究
所
、N

o.2018-01

、A
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�
（
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